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はじめに

近年、ゲリラ豪雨などの局所的な風水害による被害多発を受け、気象庁等ではゲリラ豪雨の迅
速な把握に向けた取組を進めている。また、東海地震をはじめ、大型の地震が起こりうる可能性が
高まっており、緊急地震速報の情報提供サービスが開始されている。

一方、携帯電話の契約者数は固定電話の契約者数の約2倍となっており、また半数以上の新車
にはカーナビが搭載されているなどGPS付き携帯端末が普及し、技術的には各個人の位置把握が
容易となっている。

このように、防災に関する情報収集が高度化し、また各個人の位置を把握することが可能になっ
ているにもかかわらず、移動中の個人に対する防災情報提供は進んでいないのが現状である。

移動体位置情報産業としては、安全・安心な社会を実現するため、携帯電話やカーナビ等の移動
中の個人への情報提供が可能な端末に対して、サービス提供会社等による情報の相違や制限が
なされることなく、必要な防災情報を提供するための仕組みを構築する必要があると考える。

本フォーラムでは、このような背景をふまえ、移動体位置情報産業が個人のGPS端末に対して防
災情報を提供するために必要となる仕組みについての検討を２００７年１２月より開始している。
先の研究過程においては、自然災害の種類と、災害発生に伴う被害の内容、及び被害の直接要
因及び時間軸別に行政関連が保有する情報（データ）について整理した。

本研究は、先の研究過程をふまえ、研究対象とする自然災害の範囲をゲリラ豪雨、巨大地震とし、
安全・安心な社会の実現に向けて、「個人が、今そこで必要とする情報を全国どこでも提供する
サービス」であるマイクロメディアのあり方について検討を行うものである。
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1.1 背景～自然災害の多発とGPS端末の普及～
1.2 目的～マイクロメディアの実現～
1.3 マイクロメディアで実現する安全・安心な社会
1.4 研究対象（ゲリラ豪雨及び巨大地震の事例を対象）
1.5 研究対象（GPS付き携帯端末所有者に提供する情報を分類して検討）

１．研究の背景・目的・対象
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1.1 背景～自然災害の多発とGPS端末の普及～

• ゲリラ豪雨による道路の浸水被害や、巨大地震による道路の損壊被害等、自然災害が原因で起こる道路
災害により、移動中の歩行者や自動車が巻き込まれる被害も発生。

• 携帯電話やカーナビ等のＧＰＳが搭載されたモバイル端末の普及により、各個人の位置把握や移動中の情
報収集が容易になってきている。

出典：国土交通省 北陸地方整備局HP

自然災害による被害多発 GPS搭載端末の普及

携帯電話

PDA

カーナビ

PND

巨体地震による道路の損壊被害

出典：中部地方整備局 三重河川国道事務所 HP

ゲリラ豪雨による道路の浸水被害

出典：社団法人電気通信事業協会HP

携帯電話の契約者数推移
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出典：JEITA HP

カーナビの累積出荷台数推移
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1.2 目的～マイクロメディアの実現～

• 本研究の目的は、既に提供されているWebやテレビ・新聞等による広く一般に向けた気象に関する情報提
供サービスとは異なった、携帯電話やカーナビゲーションなどへ「個人が、今そこで必要とする情報を全国ど
こでも提供するサービス」であるマイクロメディアの実現である。

• 本研究では、マイクロメディアのあり方（サービスイメージ・機能等）、及びゲリラ豪雨・巨大地震においてマイ
クロメディアで扱う情報項目について検討する。

！
ゲリラ豪雨の危険が
あります。避難してく
ださい。

！
ゲリラ豪雨
の危険が
あります。
避難してく
ださい。

［マスメディア：ｗｅｂ、マスコミ］

出典：ＮＨＫ ＨＰ

・個人が、今そこで必要とする情報を全国どこでも提
供するサービス

・個人に対して、解像度が高い情報（１つのデータが
対象とするエリアが狭い、きめ細かい情報）を提供

［マイクロメディア：共通情報処理機能+サービス提供機能］

・広く一般向けの情報を提供するサービス
・TV・新聞等により、解像度の低い情報（１つのデータ
が対象とするエリアが広い、地域に向けた情報）を
提供

未提供

既に提供

全国

特定範囲

情
報
の
提
供
領
域

低い 高い

気象庁等＋マスメディア 気象庁等＋マイクロメディア

民間気象予報会社
＋web等

国土交通省＋web等

自治体＋web等
自治体＋防災無線

サイレン

情報の解像度

既に提供

未提供
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1.3 マイクロメディアで実現する安全・安心な社会

気象庁

国土交通省

都道府県

市町村

道路管理者

その他民間企業．．．

民間気象予報会社

情報提供主体

ここは雨が降ると
浸水しそうだから
避難しよう。

海岸から高台に
避難しよう。

◆風水害（ゲリラ豪雨等）

◆地震

つり革にしっかり
つかまっておこう。

もうすぐ大きな
揺れが来ます。

◆雪害

津波の危険が
あります。

◆津波

ゲリラ豪雨が発生する
危険がありますので注
意してください。

PDA

PND

カーナビ

GPS付き携帯端末所有者

一人では移動
できないけど、救助の人
が家に来てくれるなら安

心だ。

携帯電話

雪崩により、
この地域に通じる道路は
通行止めとなりました。

現在救助隊を
要請中です。

• マイクロメディアとは、携帯電話やカーナビゲーションなどへ「個人が、今そこで必要とする情報を全国どこで
も提供するサービス」を行う、共通情報処理機能及びサービス提供機能から構成されるメディアである。

• 一括収集・処理した防災情報及び各社が独自で収集した防災情報を活用して、GPS付き携帯端末所有者
の位置・移動手段に応じて防災情報を提供するサービスの実現を目指す。

• 災害発生時については、GPS付き携帯端末所有者（災害時要援護者等）の位置情報等を官公庁等に提供
する機能も視野に入れる。

マイクロメディア

共通情報処理機能*1、
サービス提供機能*2

*1：防災に関する情報を所有している情報提供主体から情報を一
括収集し、携帯電話事業者やテレマティクスサービス提供事業
者等の、GPS付き携帯端末に向けて情報・コンテンツを提供す
る事業に対して、利用しやすいデータ形式等にデータを変換し
て提供することが可能な既存、または新規主体が保持すること
が期待される機能

*2：携帯電話事業者やテレマティクスサービス提供事業者等の、
GPS付き携帯端末に向けて情報・コンテンツを提供する事業者
が保持することが期待される機能



i FORUM

7

1.4 研究対象（ゲリラ豪雨及び巨大地震の事例を対象）

• 研究対象とする災害（個別事例）は、近年情報収集・提供の対応が強化され始めている、局所的災害や広
域的同時災害とする。

• 局所的災害及び広域的同時災害の中でも、被害増大及び発生懸念等により、特に注力して情報収集・提
供の対応が進められている下記の事例を個別研究の対象とする。
ゲリラ豪雨：水害（洪水、浸水）、土砂災害（地滑り、崖崩れ）
巨大地震 ：地震、地震によって起こりうる津波

• 上記の個別事例について、移動体への情報提供を実現するため、マイクロメディアのあり方について検討す
る。

局所的災害 広域的災害

防災対策において
これまで注力対象

としてきた自然災害

中規模災害

局所的な被害をもたらし、
少数の人へ影響を与える

災害でゲリラ豪雨などが該当

局所的災害

課題課題
広域的な被害と多数の人
に影響を与える災害で
巨大地震などが該当

広域的同時災害

課題課題

マスメディアよりも情報の解像度
が高く、移動している人の自助力
向上に資する情報の提供が必要

例：移動中の自動車の位置
情報を考慮してゲリラ豪雨の
危険性を伝える情報の提供
など

未提供未提供 未提供未提供

例：公的な支援が十分に提
供できない際の自助力向上
に資する正確な情報の提供
など
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1.5 研究対象（GPS付き携帯端末所有者に提供する情報を分類して検討）

* 基礎的情報及び詳細・解説情報の情報項目の区分は事
象毎に行う

•本検討は、突発的に発生する災害による被害を抑えるため、最低限必要な情報として、まずは基礎的情報（危
険事象が発生する可能性があることを知らせて、更なる情報収集等を促す情報）を収集・提供するサービスの
実現を目指す。続いて、詳細・解説情報（行動をおこすために参考となる付加情報）に資する情報収集・提供
の実現を目指す。

洪水情報

豪雨が続く時間

A町方面に
避難しよう。

ここは雨が降る
と浸水しそうだ
から避難しよう。

川岸は危
ないから避
難しよう。

ゲリラ豪雨が発生
しています。A町を
迂回して走行して
ください。

浸水箇所情報

通行止情報

もう少し、
ここにいよう。

ゲリラ豪雨が発生
しています。30分程度
は外出は危険ですので
屋内に避難して下さい。

ゲリラ豪雨が
発生する危険
がありますので注
意してください。

基 礎 的 情 報 ： 危険事象が発生する可能性があることを知らせて、更なる情報収集等を促す情報
詳細・解説情報 ： 行動をおこすために参考となる付加情報

参
考
と
な
る
情
報
を

付
加
し
て
提
供

基礎的情報の提供で
実現するサービスイメージ

基礎的情報＋詳細・解説情報の提供で
実現するサービスイメージ
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２．個別事例の検討

2.1 ゲリラ豪雨に関する基礎的情報の提供

2.1.1 ゲリラ豪雨の危険性の高まり
2.1.2 加速するゲリラ豪雨に関する官公庁の取り組み
2.1.3 多様化するゲリラ豪雨に関する民間の取り組み
2.1.4 マイクロメディアで実現する安全・安心な社会
2.1.5 ゲリラ豪雨による被害を抑えるための情報提供
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①近年、豪雨発生回数が増加

• 1時間降水量50mm以上の集中豪雨の発生回数は近年増加。
• 東京都の場合、下水処理能力は1時間降水量50mmまでを想定しているため、 1時間降水量50mm以上

の降雨の場合は下水処理が追いつかなくなり内水はん濫＊の危険性がある。

出典：気象庁「局地的大雨から身を守るためにー防災気象情報活用の手引きー」（P２５）
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/info/ooametebiki_shiryo.pdf

2.1.1 ゲリラ豪雨の危険性の高まり

＊内水はん濫：河川の水位の上昇や流域内の多量の降雨などにより、河川外における住宅地などの排水が困難となり浸
水すること。内水はん濫の対語として、河川のはん濫を「外水はん濫」ともいう。

出典：気象庁「河川、洪水、地面現象に関する用語」
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/kasen.html
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②ゲリラ豪雨によって起こりうる事態

• ゲリラ豪雨＊が発生すると、危険な兆候がない状態から、急激な川の増水や内水はん濫等による道路の
アンダーパスへの水の流れ込み・浸水が起こる危険性がある。

＊用語解説

【局地的な大雨と集中豪雨、ゲリラ豪雨】

突然に狭い範囲で降る強い雨を「局地的な大雨」といい、これが同じ場所で継続して起こると、土砂災害や家屋浸水等による重大
な災害に至る「集中豪雨」へと発展することがある。なお、報道等では、これらについて少しでもイメージが伝わるよう、「ゲリラ豪
雨」「局地的な豪雨」「突然の豪雨」「急な大雨」などの用語で呼ぶこともある。（以上、 （「局地的な大雨による被害の軽減に向けた
気象業務のあり方について」（交通政策審議会気象分科会報告書、2009年6月16日）より） ）

以降、本資料では当該事象を「ゲリラ豪雨」に統一して記す。

出典：「局地的な大雨による被害の軽減に向けた気象業務のあり方について」
（交通政策審議会気象分科会報告書、2009年6月16日）

2.1.1 ゲリラ豪雨の危険性の高まり
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③ゲリラ豪雨による被害の現状

• 2008年だけでも、ゲリラ豪雨を把握できなかったこと、及び屋外にいる人に対して防災情報を提供できな
かったこと等が原因による死亡事故が多発。

上記の住家への浸水により、2名死亡。
千葉県、埼玉県など 約2,600棟が浸水

荒川の増水により、1名死亡。栃木県那須烏山市
約2,000棟が浸水。大阪府枚方市など大気の状態不安定による

大雨
8.6

愛知県岡崎市では、約3,500棟の住家が浸水。
愛知県名古屋市、岡崎市など

平成20年8月末豪雨8.29

市道の道路冠水（アンダーパス部）により、1名死亡。栃木県鹿沼市
大気の状態不安定による
大雨

8.16

下水管内の急な増水により、工事作業員が流され、5名
死亡。

東京都豊島区雑司が谷局地的大雨8.5

浅野川がはん濫し、約2,500棟が浸水。石川県金沢市浅野川など
大気の状態不安定による
大雨

都賀川が増水、河道内の親水施設にいた児童らが流さ
れ、５名死亡。

兵庫県神戸市都賀川局地的大雨
7.28

湯檜曽川の急な増水により、沢遊び中の観光客が2人が
流され、うち１名死亡。宝川では山登りに来ていた女性1
名が行方不明。

群馬県みなかみ町湯檜曽川、
宝川

局地的大雨7.27

多摩川の急な増水により、釣り人が川の中州に取り残さ
れる。

神奈川県川崎市多摩川局地的大雨7.18

呑川の河道内での作業中、急な増水により工事作業員が
流され、１名死亡。

東京都大田区呑川局地的大雨7.8
2008年

被害場所事象名期日発生年

（参考）下記の資料に掲載されていた、局地的大雨や集中豪雨による水害や事故に関する記述をもとに作成
・気象庁「局地的大雨から身を守るためにー防災気象情報の活用の手引きー」：

http://www.jma.go.jp/jma/kishou/info/ooametebiki_shiryo.pdf
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/info/ooametebiki_main.pdf

・気象庁「気象業務はいま」：http://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/hakusho/2009/index.html

2.1.1 ゲリラ豪雨の危険性の高まり
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2.1.2 加速するゲリラ豪雨に関する官公庁の取り組み

• 気象庁では、ゲリラ豪雨の被害軽減に向け、気象業務の強化を進めている。
• 平成21年6月16日、交通政策審議会気象分科会が取りまとめた「局地的大雨による被害の軽減に向けた

気象業務のあり方について」では、気象観測・予測システムの高度化や利活用の推進を図るとしている。

１．国民一人ひとりが局地的な大雨に対する危険性
が身近にあることを認識し、自ら危険を回避できるよ
う、気象情報等の活用能力の向上を含めた安全知
識の普及啓発を強化する。

局地的大雨による被害の軽減に向けた気象業務のあり方について
【提言の骨子】

出典：「局地的な大雨による被害の軽減に向けた気象業務のあり方について」
（交通政策審議会気象分科会報告書、2009年6月16日）

２．国民一人ひとりが天気予報・気象レーダー画像な
どの気象情報を安全情報として活用できるよう、関
係機関と連携して活動状況に応じた情報の入手が
できる環境を整え、その活用を促進する。

３．国民の防災と安全・安心に対する要請に応える
ため、気象観測・予測システムの高度化や気象情報
の改善を計画的に推進する。

４．国民に対する安全知識の普及啓発や気象情報
の利活用促進に当たっては、防災関係機関、地域等
の安全にかかわる関係者、さらには民間部門等、幅
広い関係者の連携・協力を促進する。

①気象庁の取り組み方針
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（1）気象レーダーの高性能化

・ 国土地理院と連携し、全国1200箇所のデータから大気中の水蒸気量を推定し、数値予報などに活用。積乱雲が発達
する時間と場所を予想する。

・ H21年度中の運用開始を予定。

（2）GPSを利用した豪雨発生予測

・ H21年7月1日から、全国20箇所の1km
メッシュの気象レーダーの観測頻度を10分
から5分に能力アップ。これにより監視能力
が向上し、ゲリラ豪雨の可能性をより正確・
早期に把握可能になる。

・ さらに、気象レーダーをゲリラ豪雨をもたらす
積乱雲に特徴的な風の立体構造を観測す
ることが可能な気象ドップラーレーダーに順
次更新（平成21年4月1日現在11箇所を更
新済み、平成21年度内に新たに5箇所が
運用開始予定）することにより、大雨に対す
る監視を強化。

気象レーダーの設置箇所気象ドップラーレーダー

• 気象庁では、高解像度な気象情報の高頻度な観測実現に向け、1kmメッシュの気象レーダーの観測頻度を
10分から5分に短縮。これにより、ゲリラ豪雨の可能性をより正確・早期に把握する取り組み等を推進。

参考：気象庁「気象業務はいま」：http://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/hakusho/2009/index.html
気象庁「ニースリリース（2009年6月18日）」：http://www.jma.go.jp/jma/press/0906/18a/radar090618.html

参考：気象庁「気象業務はいま」：http://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/hakusho/2009/index.html
参考：2009年6月9日 毎日新聞

②気象庁の情報収集に向けた取り組み

2.1.2 加速するゲリラ豪雨に関する官公庁の取り組み
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（参考）気象レーダー高性能化の効果

• ゲリラ豪雨は、積乱雲が急速に発達し、局地的に短時間で大量の雨を降らせる現象が特徴的。
• 観測頻度が10分毎である現状の気象レーダーでは、災害が発生するレベルの豪雨となる前に、ゲリラ豪雨

の発生を把握することは困難であるが、観測頻度が5分後とに短縮されることでゲリラ豪雨の可能性をより
正確・早期に把握可能になる。

積乱雲の
大きさ

単位時間当
たりの降水量

分0 10 20 30

突然豪雨
になる

観測頻度10分毎 （現状）

積乱雲の
大きさ

単位時間当
たりの降水量

分50 10 15 20 25 30

徴候を事前
に把握可能

観測頻度5分毎 （今後）

*時間軸はイメージ

2.1.2 加速するゲリラ豪雨に関する官公庁の取り組み
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③気象庁による気象情報の利活用促進に向けた取り組み

• 必要なときに必要な情報を入手可能になるよう、気象庁では携帯電話やカーナビ等の情報通信機器による、
防災や安全にかかわる気象情報の利用を普及させるため、加工処理しやすいデータ形式を導入する等、積
極的な取り組みを進めるとしている。

「局地的な大雨による被害の軽減に向けた気象業務のあり方について」
（交通政策審議会気象分科会報告書、2009年6月16日）

第３章 対処の方向性と具体策２ 対処の方向性と具体策

（２）さまざまな情報入手手段の拡大と活用促進

（中略）

② 気象情報入手手段拡大の促進と利便性の向上

ア）気象情報入手手段拡大の促進

最新の情報通信技術を利用した新たな取り組みとして、例えば、カーナビゲーションシステムで進行ルート上の最
新の気象状況を入手するサービスなどが始められている。このような気象情報サービスのさらなる充実・拡大に向
け、気象庁からの気象情報・データの提供について、最新の情報通信関連機器で加工処理しやすい汎用形式を
導入するとともに、その利用の普及を図るべきである。さらに、情報通信等の関係団体との意見交換を行い、積
極的に防災や安全にかかわる気象情報の入手手段拡大の可能性を高めるための取り組みを積極的に行う必要
がある。

• 気象警報、地震・津波情報等の防災情報の幅広い活用を目的として、気象庁は「気象庁防災情報XMLフォー
マット」（Ver.1.0）の仕様を策定。

• H22年度の配信開始に向け、準備を進めている。
出典：気象庁ニュースリリース、2009年5月15日

2.1.2 加速するゲリラ豪雨に関する官公庁の取り組み
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水災害予報センターの役割

・国交省河川局では、局地的大雨・集中豪雨の実況監視強化を
目指して、XバンドMPレーダーを導入。これにより、高頻度（観測
間隔：１分（目標値）、情報発表までのタイムラグ：１～２分（目
標値））、高分解能かつ高精度（提供するデータの分解能：２５０
～５００ｍ）の降雨観測及び３次元の雨や風の分布の観測が可
能となる。

・H２１年度末までに３大都市圏など（関東、中部、近畿、北陸）に
計１１基を整備し、H２２年度から試験運用開始、H２５年度か
ら本運用予定。

（1）XバンドMPレーダーによる水災害監視の強化

〈風水害時〉
・水災害の監視・予測の実施や高度化
・水災害の監視・予測、予警報、水位情報等に関する情報収集や情報提供

〈平常時〉
・気候変化による水災害への影響の分析、評価
・都道府県河川管理者や水防管理者に対する支援

• 国土交通省河川局は、水災害の監視及び予測の高度化を図るため、H21年4月から全国の8地方整備局
に水災害予報センターを設置。

④国土交通省河川局の情報収集に向けた取り組み

2.1.2 加速するゲリラ豪雨に関する官公庁の取り組み

・高解像度のレーダー雨量
データや地形データの活用
による高精度な洪水予測
（分布型洪水予測モデル）、
はん濫予測（はん濫予測モ
デル）、避難誘導システム
の整備を促進。

（2）高度な洪水予測
システムの整備

出典：国交省河川局
http://www.mlit.go.jp/report/press/river03_hh_000144.html
http://www.mlit.go.jp/common/000037284.pdf

出典：独立行政法人 防

災科学研究所
http://www.bosai.go.jp/
kiban/radar/page_1.htm

XバンドMPレーダー
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①気象関係企業の情報収集に向けた取り組み

• 突発的な雷雨（ゲリラ雷雨）の可能性がある際、その情報が携帯電話のメールで届く『ゲリラ雷雨メー
ル』（サービス利用料：315円）のサービスを2008年7月30日からスタート。

• 全国1万人以上の投稿会員（ゲリラ雷雨防衛隊）等から収集した、“現在の天気”“雲のある方角”“雷
鳴の有無””写真”等の情報をもとに、ゲリラ雷雨を事前に把握。

ユーザーの投稿写真を利用したゲリラ豪雨発生地点・情報提供（ウェザーニューズ）

• 民間気象予報会社であるウェザーニューズでは、ゲリラ豪雨の発生を迅速に把握するための対策を進め
ている。

参考：ウェザーニューズHP http://weathernews.com/jp/c/press/2008/080730.html
http://weathernews.jp/door/html/guerrilla_mail.html

2.1.3 多様化するゲリラ豪雨に関する民間の取り組み
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②携帯電話・カーナビでの情報提供に向けた取り組み

• 携帯電話では登録した地点に関する天気情報（天候、気温等）を提供。カーナビでは経路上の豪雨情報や
天気情報を提供。

• 携帯電話・カーナビでは基本的な気象情報を中心に、気象情報提供サービスが進められている。

【携帯電話】 【カーナビ】

出典：au HP

出典：ソフトバンク HP

出典：NTT docomo HP

ホンダ（インターナビ）

出典：ホンダインターナビ・プレミアムクラブHP

日産（カーウィング）

出典：日産カーウィングスHP

トヨタ（G-Book mx）

出典：トヨタ自動車G-Book.com HP

パイオニア（スマートループ）

出典：パイオニアスマートループ HP

NTT docomo au

ソフトバンク

2.1.3 多様化するゲリラ豪雨に関する民間の取り組み
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豪雨が続く時間

A町方面に避
難しよう。

ゲリラ豪雨が発生
しています。A町を
迂回して走行してく

ださい。

浸水箇所情報

通行止情報

もう少し、
ここにいよう。

ゲリラ豪雨が発生
しています。30分程
度は外出は危険です
ので屋内に避難して

下さい。

2.1.4 マイクロメディアで実現する安全・安心な社会

ここは雨が降る
と浸水しそうだ
から避難しよう。

川岸は危ない
から避難しよう。

参
考
と
な
る
情
報
を

付
加
し
て
提
供

基 礎 的 情 報 ： 危険事象が発生する可能性があることを知らせて、更なる情報収集等を促す情報
詳細・解説情報 ： 行動をおこすために参考となる付加情報

東京多摩地区
の降水確率は

50%です。

ゲリラ豪雨が
発生する危険
がありますので注意
してください。

洪水情報

基礎的情報の提供で実現するサービスイメージ
基礎的情報＋詳細・解説情報の提供

で実現するサービスイメージ
現在のサービスイメージ
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2.1.5 ゲリラ豪雨による被害を抑えるための情報提供

• 前述した「マイクロメディアで実現する安全・安心な社会」に向けて最低限必要な基礎的情報の情報項目と
して下記7件を選定し、早期に情報提供を実現したい項目とする。

• その後、詳細・解説情報の情報項目についても情報の一括収集・提供を進めていきたい。

基礎的情報 詳細・解説情報

• 気象レーダー情報（降水量）
• 降水ナウキャスト情報
• 大雨警報
• 洪水警報

気象庁

• XバンドMPレーダ情報（国交省（河川局））
• 通行禁止区間（道路管理者）

異常気象時に被害が発生するおそれのある地域で、事前に規制の
基準を定めて（雨量等）通行規制を行う箇所

・浸水想定区域（国交省、都道府県）
水防法に基づく都道府県の水防計画で作成された想定浸水区域

その他
• 分布型洪水予測の情報
• 民間のプローブ情報をもとにした、
災害等による道路の通行止め情報

等

国際気象通報式FM92 GRIB二進形式格子点資
料気象通報式（第二版）

10分1kmメッシュ降水ナウキャスト情報

未定1～2分250～500mメッシュXバンドMPレーダー情報

Shape、DXFファイル*
（主体により異なる）

気象庁防災情報XMLフォーマット（H22年度～）

気象庁防災情報XMLフォーマット（H22年度～）

国際気象通報式FM92 GRIB二進形式格子点資
料気象通報式（第二版）

データ形式

（静的情報）
（静的情報）

随時
随時

5分

更新頻度

地域毎（標高等をもとに自治体で検討）浸水想定区域

市町村単位（H22年度～）洪水警報
市町村単位（H22年度～）大雨警報

1データあたりのデータ範囲

町丁字毎、キロポスト単位等通行禁止区間

1kmメッシュ気象レーダー情報

情報項目

収集する情報の仕様等 * 浸水想定区域図データ電子化ガイドラインより

①基礎的情報と詳細・解説情報で扱う情報項目について
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2.1.5 ゲリラ豪雨による被害を抑えるための情報提供

②GPS付き携帯端末所有者に提供するサービスイメージ（基礎的情報）

マイクロメディア

気象庁 国土交通省 都道府県 道路管理者

・気象レーダー情報（降水量）
・降水ナウキャスト情報

・大雨警報
・洪水警報

・XバンドMPレーダ情報
・浸水想定区域

・通行禁止区間
・浸水想定区域

・通行禁止区間

積乱雲発達 ゲリラ豪雨発生直前 洪水発生前
ここは雨が降る
と浸水しそうだ
から避難しよう。

ゲリラ豪雨が
発生する危険
がありますので注
意してください。

ゲリラ豪雨が発生。
大雨警報が発令され

ました。

屋内の安全なとこ
ろに避難しよう。

洪水警報発令

高台の方に避難
しよう

安全・安心な社会の実現

【情報提供により被害を抑えることが期待できる事態】
・冠水のため人や自転車が側溝やマンホールに転落

・自動車が走行不能、水没
・釣りや川遊びの人が急な増水で流される

・中州に取り残される 等

参考：「局地的な大雨による被害の軽減
に向けた気象業務のあり方について」

（交通政策審議会気象分科会報告書、
2009年6月16日）を参考に作成

リアルタイムに情報収集

リアルタイムに情報提供
（同一基地局内の携帯端末に対して一括情報提供する等の常時情報を提供可能とする仕組みを利用）
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2.1.5 ゲリラ豪雨による被害を抑えるための情報提供

③基礎的情報の提供シナリオ

［シナリオ作成の前提条件］

・カーナビ・携帯電話等は常時接続状態（プッシュ型）にあり、すべての端末と常時通信可能な
状態にあるとする。

・マイクロメディアとは、携帯電話やカーナビゲーションなどへ「個人が、今そこで必要とする情報
を全国どこでも提供するサービス」を行う、共通情報処理機能及びサービス提供機能から構成
されるメディアとする。

［シナリオの種類（基礎的情報のデータカテゴライズ）］

・浸水想定区域静的データ①都道府県シナリオ4

・通行禁止区間静的データ①道路管理者シナリオ3

・浸水想定区域静的データ②

・XバンドMPレーダー情報生データ①国土交通省

（各地方整備局）
シナリオ2

・大雨警報

・洪水警報
加工されたデータ②

・気象レーダー情報（降水量）

・降水ナウキャスト情報
生データ①

気象庁シナリオ1

基礎的情報データデータの種類細項目情報提供主体大項目
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マイクロメディア

2.1.5 ゲリラ豪雨による被害を抑えるための情報提供

③基礎的情報の提供シナリオ

［シナリオ1-①］ 対象データ：気象庁が提供する生データ（気象レーダー情報（降水量）、降水ナウキャスト情報）

②データ提供

①データを国際気象通報式
FM92 GRIB二進形式格子点資
料気象通報式（第二版）で出力

③データ提供
④情報の発令基準に達して
いるか判断（発令基準に達
していない場合はここで提
供フロー停止）

⑤データを携帯電話やカーナ
ビ等で利用しやすいデータ形
式に変換

⑦データ発信

⑧サービス付加

⑨提供データの抽出

⑩データ配信

⑥位置・移動手段情報収集

＊本シナリオにおける、気象庁・(財)気象業務支援ｾﾝﾀｰ内（①②）の課題は対象外とする

赤字：他
のシナリ
オと比べ
て特徴的
なところ

気象庁 (財)気象業務支援ｾﾝﾀｰ 共通情報処理機能 サービス提供機能 GPS付き携帯端末所有者

：情報の流通に関する今後の要検討課題

：情報の処理に関する今後の要検討課題
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マイクロメディア

2.1.5 ゲリラ豪雨による被害を抑えるための情報提供

③基礎的情報の提供シナリオ

［シナリオ1-②］ 対象データ：気象庁が提供する加工データ（大雨警報、洪水警報）

気象庁 (財)気象業務支援ｾﾝﾀｰ 共通情報処理機能 サービス提供機能 GPS付き携帯端末所有者

③データ提供

④データを携帯電話やカー
ナビ等で利用しやすいデータ
形式に変換

⑦サービス付加

⑧提供データの抽出

⑨データ配信

⑤位置・移動手段情報収集

⑥データ発信

＊本シナリオにおける、気象庁・(財)気象業務支援ｾﾝﾀｰ内（①②）の課題は対象外とする

赤字：既
出のシナ
リオと比
べて特徴
的なとこ
ろ

②データ提供

①データを国際気象通報式
FM92 GRIB二進形式格子点資
料気象通報式（第二版）で出力

：情報の流通に関する今後の要検討課題

：情報の処理に関する今後の要検討課題
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マイクロメディア

2.1.5 ゲリラ豪雨による被害を抑えるための情報提供

③基礎的情報の提供シナリオ

［シナリオ2-①］ 対象データ：国土交通省が提供する生データ（XバンドMPレーダー情報）

①データ提供
（各地方整備局より個別に収集）

⑤データ発信

⑥サービス付加

⑦提供データの抽出

⑧データ配信

国土交通省各地方整備局
（水災害予報センター）

共通情報処理機能 サービス提供機能 GPS付き携帯端末所有者

②情報の発令基準に達して
いるか判断（発令基準に達
していない場合はここで提
供フロー停止）

③データを携帯電話やカー
ナビ等で利用しやすいデータ
形式に変換

④位置・移動手段情報収集

赤字：既出のシナ
リオと比べて特徴
的なところ

：情報の流通に関する今後の要検討課題

：情報の処理に関する今後の要検討課題
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マイクロメディア

2.1.5 ゲリラ豪雨による被害を抑えるための情報提供

③基礎的情報の提供シナリオ

［シナリオ2-②］ 対象データ：国土交通省が提供する静的データ（浸水想定区域）

①データ提供
（各地方整備局より個別に収集）

③データ発信

④自社の地図データ
に組み込み

（⑤カーナビ製品等に地図データ
を組み込んで販売）*

国土交通省各地方整備局
（水災害予報センター）

共通情報処理機能 サービス提供機能 GPS付き携帯端末所有者

②データを携帯電話やカー
ナビ等で利用しやすいデータ
形式に変換

赤字：既出のシナ
リオと比べて特徴
的なところ

＊生データや加工データのデータ配信方法に合わせ、必要に応じて事前にGPS付き携帯端末
所有者の地図にデータを組み込み。（生データや加工データのデータ配信の際に、GPS端末
側で道路属性に応じた処理を不要とする場合は⑤の行程は不要。）

：情報の流通に関する今後の要検討課題

：情報の処理に関する今後の要検討課題



i FORUM

28

マイクロメディア

2.1.5 ゲリラ豪雨による被害を抑えるための情報提供

③基礎的情報の提供シナリオ

［シナリオ3］ 道路管理者が提供する静的データ（通行禁止区間）

①データ提供

道路管理者 共通情報処理機能 サービス提供機能 GPS付き携帯端末所有者

②データを携帯電話やカー
ナビ等で利用しやすいデータ
形式に変換

直轄国道：国土交通省地方整備局
一般国道、県道：各都道府県の道路

管理者
市町村道：各市町村の道路管理者
その他（農道、林道等）

より、個別に収集

赤字：既出のシナ
リオと比べて特徴
的なところ

③データ発信

④自社の地図データ
に組み込み

（⑤カーナビ製品等に地図データ
を組み込んで販売）*

＊生データや加工データのデータ配信方法に合わせ、必要に応じて事前にGPS付き携帯端末
所有者の地図にデータを組み込み。（生データや加工データのデータ配信の際に、GPS端末
側で道路属性に応じた処理を不要とする場合は⑤の行程は不要。）

：情報の流通に関する今後の要検討課題

：情報の処理に関する今後の要検討課題
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マイクロメディア

2.1.5 ゲリラ豪雨による被害を抑えるための情報提供

③基礎的情報の提供シナリオ

［シナリオ4］ 対象データ：都道府県が提供する静的データ（浸水想定区域）

①データ提供

都道府県 共通情報処理機能 サービス提供機能 GPS付き携帯端末所有者

②データを携帯電話やカー
ナビ等で利用しやすいデータ
形式に変換

（各都道府県より個別に収集）

赤字：既出のシナ
リオと比べて特徴
的なところ

③データ発信

④自社の地図データ
に組み込み

（⑤カーナビ製品等に地図データ
を組み込んで販売）*

＊生データや加工データのデータ配信方法に合わせ、必要に応じて事前にGPS付き携帯端末
所有者の地図にデータを組み込み。（生データや加工データのデータ配信の際に、GPS端末
側で道路属性に応じた処理を不要とする場合は⑤の行程は不要。）

：情報の流通に関する今後の要検討課題

：情報の処理に関する今後の要検討課題
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2.2 巨大地震に関する基礎的情報の提供

2.2.1 巨大地震の危険性の高まり
2.2.2 緊急地震速報の提供
2.2.3 マイクロメディアで実現する安全・安心な社会
2.2.4 巨大地震による被害を抑えるための情報提供
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2.2.1巨大地震の危険性の高まり

①巨大地震による被害の実状

－6弱
住家全壊133棟
住家半壊244棟など

死1
負1,087

福岡県西方沖［福岡県北西沖］7.0平成17年（2005年）3月20日

22cm6強
住家全壊686棟
住家半壊1,740棟な
ど

死1
負356

能登半島沖
平成19年（2007年）能登半島地震

6.9平成19年（2007年）3月25日

32cm6強
住家全壊1,331棟
住家半壊5,704棟な
ど

死15
負2,346

新潟県上中越沖
平成19年（2007年）新潟県中越沖地
震

6.8平成19年（2007年）7月16日

－6弱
住家全壊1棟
住家一部破損379
棟

死1
負211

岩手県沿岸北部
6.8平成20年（2008年）7月24日

－6強
住家全壊30棟
住家半壊143棟など

死13 
不明10
負451

岩手県内陸南部
平成20年（2008年）岩手・宮城内陸地
震

7.2平成20年（2008年）6月14日

－7
住家全壊3,175棟
住家半壊13,810棟
など

死68
負4,805

新潟県中越地方
平成16年（2004年）新潟県中越地震

6.8平成16年（2004年）10月23日

津波
最大
震度

物的被害人的被害
震央地名
地震名

M発生年月日

出典：・気象庁「日本付近で発生した主な被害地震」
http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/higai/higai1996-new.html

•過去5年間に死亡者の出た巨大地震が6回発生するなど、巨大地震による被害が頻発している。
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2.2.1巨大地震の危険性の高まり

②高い発生確率が想定されている巨大地震

*1出典：文部科学省地震調査委員会http://www.jishin.go.jp/main/choukihyoka/kaikou.htm

60%～70%

8.1前後

東南海地震

想定震度域・
震度分布図

87%（参考値）50%～60%
地震発生確率*1

（30年以内）

8程度8.4前後
想定地震規模*1

（マグニチュード）

東海地震南海地震地震名

出典：内閣府中央防災会議
http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/nanka
i/14/siryou21.pdf

• 今後30年以内に、想定地震規模（マグニチュード）が８以上である南海地震・東南海地震・東海地震が
発生する確率は50％を超えている。

出典：内閣府中央防災会議
http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/nankai
/14/siryou21.pdf

出典：内閣府中央防災会議
http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/20
011218/siryou2-2.pdf
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2.2.2 緊急地震速報の提供

①緊急地震速報の提供開始

• 気象庁では、揺れの大きい主要動が到達する前に身の安全を図ったり、企業の事業継続等のための
適切な対策をとることにより地震被害の大幅な防止・軽減を図るため、緊急地震速報の提供を開始。

• これまで地震に関する情報は、震度情報や津波情報といった地震発生後の通知情報のみであったが、
緊急地震速報の提供により、事前の注意喚起を促す情報の提供が可能になっている。

出典：
気象庁「緊急地震速報の入手方法について」
http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/EEW/kaisets
u/eew_receive.html
気象庁「緊急地震速報のしくみと予報・警報」
http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/EEW/kaisets
u/eew_naiyou.html

【緊急地震速報とは】
地震の発生直後に、震源に近い地震計でとらえた観測データを解析して震源や地震の規模（マグニチュード）
を直ちに推定し、これに基づいて各地での主要動の到達時刻や震度を予測し、可能な限り素早く知らせる地
震動の予報及び警報。
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・平成19年10月１日から、準備の出来た放送局から順次、テレ
ビ・ラジオにて緊急地震速報を放送。

・NHK：気象庁が一般向けの緊急地震速報（警報）を発表した際
に、文字や音声などにより放送。この放送は、全国のどの地域
を対象とした緊急地震速報（警報）であっても、全国すべての地
域で放送。

・民放：準備が整ったところから、気象庁が一般向けの緊急地震
速報（警報）を発表した際、当該放送局の放送エリアが対象地
域である場合に、文字や音声などにより放送。

・現在（平成21年５月20日現在）、携帯電話の同報機
能を使用して緊急地震速報を配信しているのは、NTTド
コモ（平成19年12月より）、au(KDDI)平成20年3月よ
り）の２社で、ソフトバンクも今秋よりサービスを開始す
る予定。

2.2.2 緊急地震速報の提供

出典：NHK HP

②緊急地震速報の提供状況

出典：・気象庁「緊急地震速報の入手方法について」
http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/EEW/kaisetsu/eew_receive.html

出典：softbank HP

• 緊急地震速報は、テレビ・ラジオや携帯電話等には提供されているものの、カーナビに対しての情報提供は
行われていない。

・平成19年10月１日以降、市区町村では、準備が整い次第、総
務省消防庁による全国瞬時警報システム（J-ALERT）を用いた
防災行政無線による放送。

・緊急地震速報の館内放送に行っている施設では、館
内放送で緊急地震速報を知ることも可能になる。

防災行政無線

テレビ・ラジオ 携帯電話

施設の館内放送等
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2.2.3 マイクロメディアで実現する安全・安心な社会

車をわきに
止めよう。

つり革にしっ
かりつかまって
おこう。

周辺震度

電車では自宅まで
帰れなさそうだな。

公共交通機関の
運行情報

被害状況

自宅までの
公共交通機関は
現在不通です。

もうすぐ大
きな揺れが
来ます。

津波の危険
があります。

海岸から
高台に避難

しよう。

基礎的情報の提供で実現するサービスイメージ
基礎的情報＋詳細・解説情報

の提供で実現するサービスイ
メージ

現在のサービスイメージ

あれ??大きな揺れ
が突然来てハンドル
が制御できないぞ。
あっ、前方は道が崩
れている!!

海辺は危険
だな。高台
の方に避難

しよう。

目的地までに大きな揺れを
観測した区間があります。
現在A線は通行止めです。

目的地には、
迂回して
向かおう

基 礎 的 情 報 ： 危険事象が発生する可能性があることを知らせて、更なる情報収集等を促す情報
詳細・解説情報 ： 行動をおこすために参考となる付加情報

参
考
と
な
る
情
報
を

付
加
し
て
提
供
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基礎的情報 詳細・解説情報

• 緊急地震速報（一般向け）
• 津波警報

気象庁

• 緊急輸送道路・緊急輸送路（都道府県）
各都道府県が策定する、地震防災緊急事業五箇年
計画の中で、緊急輸送を確保するために必要な道路
として指定されている道路。一般車両の通行が制限
される場合もある。

• 緊急交通路（都道府県）
災害発生時に、緊急車両等の通行を優先し、一般
車両の通行を制限する道路。

その他 •周辺の震度に関する情報
•民間のプローブ情報をもとにした、災
害等による道路の通行止め情報

等

①基礎的情報と詳細・解説情報で扱う情報について

収集する情報の仕様

（主体により異なる）（静的情報）
路線の特定区間毎（町丁字毎、

交差点区間毎）
緊急交通路

（主体により異なる）（静的情報）
路線の特定区間毎（町丁字毎、

交差点区間毎）
緊急輸送道路・緊急輸送路

気象庁防災情報XMLフォーマット（H22年度～）

気象庁防災情報XMLフォーマット（H22年度～）

データ形式

随時

随時

更新頻度

海岸線毎（全国を約70区分）津波警報

1データあたりのデータ範囲

区域毎（全国を約200区分）緊急地震速報

情報項目

2.2.4 巨大地震による被害を抑えるための情報提供

• 前述した「マイクロメディアで実現する安全・安心な社会」に向けて最低限必要な基礎的情報の情報項目と
して下記4件を選定し、早期に情報提供を実現したい項目とする。

• その後、詳細・解説情報の情報項目についても情報の一括収集・提供を進めていきたい。
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地震直前 津波発生
つり革にしっ
かりつかまっ
ておこう。

もうすぐ大きな
揺れが来ます。

津波の危険
があります。

海辺は危険だな。
高台の方に避難

しよう。

車をわきに
止めよう。

地震発生後

ここは、緊急交通路に指定され
ているから脇道に自動車を停車
して、鍵を付けたまま避難しよう。

2.2.4 巨大地震による被害を抑えるための情報提供

②GPS付き携帯端末所有者に提供するサービスイメージ（基礎的情報）
気象庁

安全・安心な社会の実現

【情報提供により被害を抑えることが期待できる事態】
・壁のタイルや窓ガラスの破損、落下による怪我

・揺れによる転倒
・釣りや川遊びの人が津波にのみこまれる 等

参考：気象庁震度階級関連解
説表を参考に作成

都道府県

マイクロメディア

・緊急地震速報
・津波警報

・緊急輸送道路・緊急輸送路
・緊急交通路

リアルタイムに情報提供
（同一基地局内の携帯端末に対して一括情報提供する等の常時情報を提供可能とする仕組みを利用）

リアルタイムに情報収集
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③基礎的情報の提供シナリオ

［シナリオの種類（基礎的情報のデータカテゴライズ）］

・緊急輸送道路・緊急輸送路

・緊急交通路
静的データ都道府県シナリオ2

・緊急地震速報（一般向け）

・津波警報
加工されたデータ気象庁シナリオ1

基礎的情報データデータの種類情報提供主体大項目

2.2.4 巨大地震による被害を抑えるための情報提供

［シナリオ作成の前提条件］

・カーナビ・携帯電話等は常時接続状態（プッシュ型）にあり、すべての端末と常時通信可能な
状態にあるとする。

・マイクロメディアとは、携帯電話やカーナビゲーションなどへ「個人が、今そこで必要とする情報
を全国どこでも提供するサービス」を行う、共通情報処理機能及びサービス提供機能から構成
されるメディアとする。
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マイクロメディア

③基礎的情報の提供シナリオ

［シナリオ1］ 対象データ：気象庁が提供する加工されたデータ（緊急地震速報（一般向け）、津波情報）

2.2.4 巨大地震による被害を抑えるための情報提供

気象庁 (財)気象業務支援ｾﾝﾀｰ 共通情報処理機能 サービス提供機能 GPS付き携帯端末所有者

③データ提供

④データを携帯電話やカー
ナビ等で利用しやすいデータ
形式に変換

⑥データ発信

⑦サービス付加

⑧提供データの抽出

⑨データ配信

⑤位置・移動手段情報収集

＊本シナリオにおける、気象庁・(財)気象業務支援ｾﾝﾀｰ内
（①②）の課題は対象外とする

②データ提供

①データを国際気象通報式
FM92 GRIB二進形式格子点資
料気象通報式（第二版）で出力

：情報の流通に関する今後の要検討課題

：情報の処理に関する今後の要検討課題
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マイクロメディア

［シナリオ2］ 対象データ：都道府県が提供する静的データ（緊急輸送道路・緊急輸送路、緊急交通路）

①データ提供

都道府県 共通情報処理機能 サービス提供機能 GPS付き携帯端末所有者

②データを携帯電話やカー
ナビ等で利用しやすいデータ
形式に変換

（各都道府県より個別に収集）

赤字：既出のシナ
リオと比べて特徴
的なところ

③データ発信

④自社の地図データ
に組み込み

（⑤カーナビ製品等に地図データ
を組み込んで販売）*

＊生データや加工データのデータ配信方法に合わせ、必要に応じて事前にGPS付き携帯端末
所有者の地図にデータを組み込み。（生データや加工データのデータ配信の際に、GPS端末
側で道路属性に応じた処理を不要とする場合は⑤の行程は不要。）

③基礎的情報の提供シナリオ

2.2.4 巨大地震による被害を抑えるための情報提供

：情報の流通に関する今後の要検討課題

：情報の処理に関する今後の要検討課題
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３．共通情報処理機能の検討

3.1 共通情報処理機能の全体構成イメージ
3.2 共通情報処理機能の各機能の基本的考え方について
3.3 その他の共通事項
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マイクロメディア

3.1 共通情報処理機能の全体構成イメージ

• 共通情報処理機能では、防災に関する情報を一括収集。情報を提供するレベルであると判断した場合は、
携帯電話やカーナビで利用しやすいデータ形式に情報を加工して、サービス提供機能に発信。

• サービス提供機能では、共通情報処理機能から収集した情報に対して自社のサービスで利用する情報を選
定し、独自のサービスを付加のうえ、GPS付き携帯端末所有者毎に必要となる防災情報を配信。

：基礎的情報項目の範囲

サ
ー
ビ
ス
付
加
機
能

（防
災
情
報
を
選
別
、
新
た
な
情
報
の
付
加
）

配
信
機
能

位
置
・
移
動
手
段

情
報
収
集
機
能

収
集
機
能

（情
報
提
供
主
体
か
ら
情
報
を
収
集
）

発
信
機
能

（サ
ー
ビ
ス
提
供
主
体
に
デ
ー
タ
を
発
信
）

共通情報処理機能 サービス提供機能

集
約
機
能

（携
帯
電
話
や
カ
ー
ナ
ビ
で
利
用
し
や
す
い
デ
ー
タ

形
式
に
情
報
を
加
工
）

ここは雨が降ると
浸水しそうだから
避難しよう。

川岸は危な
いから避難
しよう。

ゲリラ豪雨が
発生する危険
があります。

提
供
用
デ
ー
タ
の
抽
出

（GP
S

付
き
携
帯
端
末
所
有
者
が
欲
し
い
と
思
っ
て
い
る
エ
リ
ア
分
の
情
報
を

切
り
出
し
）

情報提供主体

プローブ情報（迂回、ワイ
パー）の収集、等

その他民間企業

道路、河川、港湾等の情報
収集

国土交通省

道路の情報収集

道路管理者

気象情報収集・予報、等

民間気象予報会社

注意報・警報の発令、気象
予報、地震情報の収集、等

気象庁

地域等の情報収集

都道府県

地域等の情報収集

市町村

判
断
機
能

（デ
ー
タ
の
発
信
基
準
に

達
し
て
い
る
か
等
を
判

断
）

GPS付き携帯端末
所有者
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3.2 共通情報処理機能の各機能の基本的考え方について

• 判断機能は、降水量等の生データを処理し
て、サービス提供機能に提供するかを判断
する機能である。

• すでに加工された情報（警報、緊急地震速
報等）及び静的情報については、（迅速な情
報提供を実現するためにも）判断機能は不
要である。

• また、災害発生時のみ災害時要援護者等
の位置情報を官公庁等に提供するための
フィルタリング機能も本機能により確保する
方向で検討する。

集約機能の基本的考え方収集機能の基本的考え方

判断機能の基本的考え方 発信機能の基本的考え方

• 集約機能は、携帯電話やカーナビで利用しや
すいデータ形式に情報を加工する機能である。

• 提供する情報の1つあたりのデータの範囲は、
情報の精度を維持するため、及び迅速に提供
するために余計なデータ処理時間を省くという
観点から考えて、収集する情報の1つあたりの
データの範囲にあわせて提供する。

• 収集機能は、様々な情報提供主体から情報を
収集する機能である。

• データを迅速に収集するため、収集するデータ
が持つフォーマット及びデータの配信方法に合
わせて収集することが可能なシステムとする。

• 発信機能は、サービス提供主体に情報を発
信するための機能である。

• GPS付き携帯端末所有者が利用するサービ
ス提供機能が変わった場合であっても混乱
しないよう、 「色」「アイコン」「音」を統一する。

色の統一
（メッシュの場合のイメージ）

アイコンの統一
（アイコンのイメージ）

出典：京都大学
PICTO-KEN HP

http://picto.dpri.k
yoto-
u.ac.jp/home.html
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3.3 その他の共通事項

提供するデータの対象エリアのイメージ

【自動車】

現在地の周辺情報

出発地

目的地

現在地

【人】

出発地

目的地

現在地

現在地の周辺情報

特定時間内（5～10分程度を想定）で移動可能な範囲の情報を提供

• GPS付き携帯端末所有者が利用するサービス提供機能が変わった場合であっても、防災情報の提供サービ
スレベルが急激に変化しないよう、一定程度のサービス基準を共通事項として定めておく必要がある。

• そこで、サービス提供機能がGPS付き携帯端末所有者に対して提供するデータの対象エリアは、特定時間
内（5～10分程度を想定）で移動可能な範囲とすることを共通事項とする。（具体的な範囲については、今
後の検討課題とする）

提供用データの抽出（提供するデータの対象エリア）の基本的考え方

【バス・電車】

出発地

目的地

現在地

現在地の周辺情報

例：4km/hで徒歩移動時
に5分でいける範囲

例：80km/hで電車移動
時に5分でいける範囲、
及び最寄駅から4km/hで
徒歩移動時に5分でいけ
る範囲

例：一般道では30km/h
で5分でいける範囲、高
速道路では100km/hで5
分でいける範囲
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マイクロメディアの実現に向けた今後の課題
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マイクロメディアの実現に向けた今後の課題

• 本研究では、マイクロメディアのあり方（サービスイメージ・共通情報処理機能等）、及びゲリラ豪雨・巨大
地震においてマイクロメディアで扱う情報項目について検討した。

• 今後は、下記内容の具体化に向けて、i FORUMでは引き続き研究を進め、マイクロメディアによる基礎的
情報提供サービスの本格運用を目指す。

 情報の流通方法の具体化
•防災情報を流通させるためには、様々な主体から情報を一括収集し、GPS付き携帯端末に向けて
情報・コンテンツを提供する事業者が利用しやすいデータ形式にデータを変換し、発信する等の機
能を具備した共通情報処理機能の構築が必要である。併せて、共通情報処理機能を管理する主
体の具体化を行う必要がある。

 情報の処理方法の具体化
•共通情報処理機能、及び携帯電話事業者やテレマティクスサービス提供事業者等のGPS付き携帯
端末に向けて情報・コンテンツを提供する事業者が管理することが期待されるサービス提供機能に
おける、迅速なる処理に向けたシステムの具体化が必要である。

 効果検証
•本研究の効果を明らかとするため、気象や災害の種類毎に時間経過に応じて表出する影響の程
度を整理し、実験等から定量的に効果を具体化する等の評価方法の検討が必要である。
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実施体制

研究会

・インクリメントP株式会社
・株式会社三菱総合研究所

事務局

・クラリオン株式会社 ・株式会社Agoop
・三菱電機株式会社 ・応用技術株式会社
・インクリメントP株式会社 ・株式会社パスコ
・パイオニア株式会社
・株式会社デンソー
・株式会社本田技術研究所
・株式会社NTTデータCCS
・NAVTEQ株式会社
・株式会社ルネサステクノロジ
・ESRIジャパン株式会社
・京都大学防災研究所

巨大災害研究センター

iFF会員

・気象庁

オブザーバー


